
0
0
4
年
・
年
金
改
正
で
導
入
さ
れ

た「
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
」が
よ
う

や
く
始
動
し
、6
月
支
給（
4
、5
月
分
）か
ら

給
付
が
抑
え
込
ま
れ
る
。制
度
安
定
へ
、次
は

ど
ん
な
手
を
打
つ
か
、模
索
の
段
階
に
入
っ
た
。

2
0
0
4
年
改
正
点
の

再
確
認
か
ら

　

04
年
改
正
か
ら
10
年
余
も
経
過
し
、あ
の
改

革
の
意
義
を
振
り
返
る
必
要
が
あ
る
。

　

最
大
の
ポ
イ
ン
ト
は
保
険
料
の
上
限

を
定
め
た
こ
と
だ
。
厚
生
年
金
は
17
年
度

で
18
・
3
％（
労
使
折
半
）、
国
民
年
金
は

1
万
6
9
0
0
円（
04
年
度
価
格
）で
固
定
さ

れ
る
。そ
の
た
め
年
金
の
給
付
財
源
は
国
庫
負

担
を
含
め
一
定
の
枠
内
で
ほ
ぼ
固
定
さ
れ
る
。

積
立
金
運
用
に
よ
る
増
収
も
織
り
込
み
済
み

で
あ
る
。賃
上
げ
で
保
険
料
収
入
が
増
え
て
も
、

賃
金
連
動
で
年
金
額
に
反
映
さ
れ
、支
出
も
増

え
て
大
勢
に
変
化
は
な
い
。

　

つ
ま
り
年
金
制
度
は
、一
定
枠
の
財
源
を
世

代
ご
と
に
、ど
う
配
分
す
る
か
、と
い
う
時
代

を
迎
え
た
。

　

そ
こ
で
、若
い
世
代
へ
財
源
を
配
分
す
る
た

め
受
給
者
を
含
め
給
付
を
抑
え
込
む「
マ
ク
ロ

経
済
ス
ラ
イ
ド
」が
導
入
さ
れ
た
。新
規
受
給

時
は
賃
金
上
昇
、受
給
中
は
物
価
上
昇
に
応
じ

年
金
額
を
引
き
上
げ
て
き
た
が
、少
子
化（
支

え
手
の
減
少
）と
長
命
化（
受
給
長
期
化
）を
勘

案
し
、本
来
の
上
乗
せ
分
か
ら
約
１
％
を
差
し

引
く
仕
組
み
だ
。

　

賃
金
や
物
価
の
低
迷
で
遅
れ
に
遅
れ
、よ
う

や
く
発
動
に
漕
ぎ
着
け
た
。

　

次
の
難
問
は
、こ
の
自
動
抑
制
装
置
が
数
十

年
も
続
い
て
、年
金
額
が
や
せ
細
る
こ
と
。厚

生
年
金
は
現
在
の
所
得
代
替
率
62
・
7
％
が

経
済
成
長
や
労
働
力
率
が
順
調
に
伸
び
て
も

50
％
ま
で
落
ち
込
む（
現
役
手
取
り
賃
金
に
対

す
る
モ
デ
ル
年
金
額
の
割
合
、新
規
受
給
時
）。

と
く
に
国
民
年
金
だ
け
の
受
給
者
は
最
終
的

に
現
在
よ
り
実
質
3
割
減
の
基
礎
年
金
に
陥

り
、生
活
費
や
医
療
･
介
護
の
負
担
の
捻
出

さ
え
難
し
く
な
る
。

支
給
を
遅
ら
せ
る
こ
と
の

意
味

　

04
年
改
正
が
軌
道
に
乗
っ
た
こ
と
で
、「
支

給
開
始
年
齢
の
引
き
延
ば
し
を
」と
い
う
大
合

唱
が
起
き
つ
つ
あ
る
。先
進
国
の
年
金
制
度
は

軒
並
み
67
～
68
歳
へ
移
行
予
定
な
の
に
、わ
が

2
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“支給”の引き延ばしは
是か非か

年金の先行き



主要国の支給開始年齢等（OECD調べ）

      イギリス 

19.5％

男65歳から
68歳へ、女61歳
から65歳へ
32.6％
私的年金で
上積み

    ドイツ

11.1％

65歳から
67歳へ

42.0％
私的年金で
上積み

 フランス

5.9％

65歳から
67歳へ

58.8％

   スウェーデン

19.5％

61歳以降で
本人の選択

55.6％
うち義務加入の
私的年金 21.7％

     日　本

37.1％

65歳

35.6％
配偶者の
基礎年金を除く

就業率・男女
65～ 69歳
法定支給開始
年齢と引き上げ
動向
公的年金の
所得代替率
（本人分）

注）2013年まとめで2012年時点、日本の所得代替率は本人が厚生年金に20～64歳加入、分母の平均賃金は税・社会
 保険料控除前

最
長
寿
国
が
65
歳
で
よ
い
の
か
、と
い
う
主
張

だ（
表
参
照
）。

　

し
か
し
、保
険
料
の
固
定
や
自
動
的
な
給
付

抑
制
策
を
採
る
の
は
日
本
や
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

等
だ
け
で
、こ
の
違
い
を
軽
視
・
無
視
し
て
い

な
い
か
。

　

財
源
が
一
定
に
止
ま
る
な
か
で
、67
～
68
歳

へ
支
給
を
引
き
延
ば
し
て
も
、そ
れ
に
よ
っ
て

浮
い
た
財
源
は
全
体
の
給
付
水
準
の
落
ち
込

み
を
防
ぐ
た
め
に
広
く
薄
く
配
分
さ
れ
る（
所

得
代
替
率
の
引
き
上
げ
）。年
金
財
政
自
体
が

好
転
す
る
わ
け
で
は
な
い
。

　

し
か
も
、支
給
の
引
き
延
ば
し
は
、す
で
に

受
給
中
の
年
金
生
活
者
に
ま
で
適
用
で
き
る

わ
け
が
な
い
。年
金
の
お
預
け
も
、そ
れ
に
伴

う
年
金
の
減
額
も
支
給
開
始
引
き
延
ば
し
以

降
の
、よ
り
若
い
世
代
だ
け
が
対
象
に
さ
れ
る
。

つ
ま
り
若
い
世
代
は
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド

に
加
え
二
重
の
減
額
に
さ
ら
さ
れ
、世
代
間
の

公
平
性
を
ゆ
が
め
る
。

「
遅
取
り
」を

い
か
に
増
や
す
か

　

一
般
に「
65
歳
支
給
開
始
」と
呼
ぶ
が
、国
民

年
金
も
厚
生
年
金
も
実
際
に
は
60
～
70
歳
の

間
で
受
け
取
る
時
期
を
選
べ
る
。65
歳
は
、い

わ
ば「
基
準
年
齢
」で
、そ
の
給
付
水
準
を
軸
に

「
早
取
り
」（
繰
り
上
げ
受
給
）に
よ
る
減
額
率

（
月
0
・
5
％
）、「
遅
取
り
」（
繰
り
下
げ
受
給
）

の
増
額
率（
月
0
・
7
％
）が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　

単
純
な
支
給
開
始
の
引
き
延
ば
し
案
は
現

状
認
識
と
有
効
性
の
両
面
で
通
用
し
な
い
。正

確
に
は
、現
在
は
極
め
て
少
数
派
の「
遅
取
り
」

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
の
教
授
を
経

て
、目
白
大
学
生
涯
福
祉
研
究
科
・
客
員
教
授
。厚
生
労
働
省「
社
会
保
障

審
議
会
」委
員
、財
務
省「
財
政
制
度
等
審
議
会
」委
員
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉

フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ジ
ャ
パ
ン
」会
長
も
務
め
る
。

を
い
か
に
増
や
す
か
、と
い
う
課
題
だ
。そ
の

方
策
は
年
金
の「
財
政
検
証
」で
オ
プ
シ
ョ
ン

の
ひ
と
つ
と
し
て
提
案
さ
れ
た
。就
労
期
間
と

納
付
期
間
を
延
ば
し
て
年
金
額
に
反
映
さ
せ

る
試
案
で
あ
る
。

　

ま
ず
加
入（
納
付
）期
間
20
～
60
歳
を
65
歳

ま
で
延
長
す
る
。こ
の
5
年
間
の
追
加
保
険
料

で
、厚
生
年
金
を
65
歳
で
受
給
す
る
と
、所
得

代
替
率
は
約
57
％
に
上
が
る
。基
礎
年
金
の
落

ち
込
み
も
防
げ
る
。さ
ら
に
厚
生
年
金
に
2
年

加
入
を
続
け
て
67
歳
で
受
給
す
る
と
、遅
取
り

増
額
も
加
わ
り
所
得
代
替
率
は
約
68
％（
い
ず

れ
も
経
済
成
長
や
労
働
力
率
が
順
調
に
伸
び

た
場
合
で
新
規
受
給
時
）。

　

た
だ
し
、基
礎
年
金（
厚
生
年
金
は
定
額
部

分
）の
給
付
は
半
額
を
国
庫
で
賄
わ
れ
、推
定

1
兆
円
規
模
の
追
加
を
要
す
る
。こ
の
財
源
確

保
は
極
め
て
難
し
い
が
、よ
り
長
く
働
き
、よ

り
多
く
納
め
、安
定
し
た
老
後
を
目
指
す
抜
本

策
に
違
い
な
い
。

　

消
費
税
10
％
以
上
引
き
上
げ
時
期
を
照
準

に
、た
と
え
ば
当
初
は
42
年
納
付
に
延
長
す
る

段
階
実
施
も
含
め
検
討
を
深
め
て
ほ
し
い
。
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